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１．総則 

身体拘束廃止に関する基本的な考え方 

身体拘束は利用者の生活の自由を制限するものであり、利用者の尊厳ある生活を阻む

ものである。利用者の尊厳と主体性を尊重し、拘束を安易に正当化することなく職員一

人ひとりが身体的・精神的弊害を理解し、拘束廃止に向けた意識を持ち身体拘束をしな

い支援の実施に努める。 

 

当施設は、身体拘束を防止するとともに、入所者が日常生活を安全で快適に過ごすため

の体制を確立するために必要な事項を定めることとする。 

 

２．委員会の設置 

前条の目的を達成するために、「身体拘束廃止（防止）委員会」（以下委員会という）を

設置する。 

 

３．身体拘束廃止のための職員研修に関する基本方針 

委員会において策定した研修プログラムに基づき、職員に対し年 2 回、身体拘束廃止

に関する研修を実施する。 

 

４．身体拘束の対応に関する基本方針 

やむを得ず身体拘束を行う場合は、別に定める「身体拘束廃止マニュアル」に基づき適

切に対処する。 

 

５．身体拘束廃止責任者の役割 

（1） 身体拘束廃止を統括する身体拘束廃止責任者は委員長が任命する。 

（2） 委員長は身体拘束廃止責任者に以下の権限を与える。 

① 身体拘束事例の報告システムの管理を行う。 

② 報告システムによって収集した事例について、すべての関係職員と面談し事実

関係の調査を行なう。 

③ 報告システムによって収集した事例から、身体拘束の可否を各部署の委員を組



織し検討する会議の責任者の役割を担う。 

④ やむを得ず身体拘束を実施した場合の必要書類類の確認・監査を行う。 

⑤ 委員会で策定した防止策の実行指導・支援を行う。 

⑥ 身体拘束に関する情報収集、研修企画案や施設内調整を行う。 

⑦ その他の身体拘束廃止に関する活動を行う。 

（3） 身体拘束廃止責任者は前項の検討結果を委員会に報告する。 

 

６．報告システム 

身体拘束が必要とされた場合は、直ちに委員長、身体拘束廃止責任者へ報告する。 

必要書類に必要事項を記載し提出する。 

 

７．職員の責務 

職員は身体拘束廃止を原則として日常業務を行う。 

 

８．記録の保管 

身体拘束を実施した場合の必要書類、療養記録は事務部門にて 5年間保管する。 

 

９．指針の閲覧について 

  この指針は、いつでも自由に閲覧することができる。 

 

１０．指針の見直し 

本指針は委員会において定期的に見直し、必要に応じて改正するものとする。 
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